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研究ノート
低開発国の経済統合
一村上・池本論争一
小田 正雄
ー
神戸大学の村上，池本両氏の間で，低開発国経済発展の戦略について論争が開始され
た。それは，輸入一輸入代替ー輸出を通ずる経済発展）レートが失敗したとして，それにか
わる輸出を通ずる経済発展，いわゆる輸出ベース論を村上氏が提唱された1)ことに始まる
が，最近，池本氏が輸入代替的発展を擁護する立場から，これに批判を加えられた2)こと
によって学界の注目を集めることになった。一方，一橋大学の小島教授は， 2-2-2モデル
で技術進歩が要素集約度曲線をシフトさせ，その結果両国の比較生産費， したがって，貿
易パターンが逆転することの可能性を H.G.Johnsonの手法を用いて厳密に分折され3),
また同じく山沢氏は輸入代替的発展論，つまり雁行形態論を再構成され，輸入代替一輸出
化を可能にする要因として特に LearningEffectを重視されている4)。
いうまでもなく，，先進国，低開発国のいずれを問わず，経済発展は産業構造の変化を伴
ない，それに応じて輸出入構造も変わる。一国の産業構造から独立して貿易部門が存立し
えないことは明らかである。したがって，一国の産業構造を規定する基本的な要因ー資
本，労働といった生産要素の賦存量およびその質，生産の技術水準および所得水準ーが同
時に貿易パターンをも決定することになる。この点から村上・池本論争についてみると，
S.B. リンダーもいっているように凡 第一次産品は最初から輸出目的のために生産され
1)村上氏の主張は「輸出と経済発展ー工業化戦賂の再検討」『国際経済」 20号， 1969,に
要約されているものと考えられる。
2)池本清「経済開発論の新視点」神戸大学「経済学研究年報J17号， 1970。
3)小島清「輸入代替・輸出化成功の条件」『一橋論双」 1970-3
4)山沢逸平「経済発展と貿易構造一雁行形態論の再編成」『一橋論双』 1971-2
5) S.B.Linder. 『AnEssays on Trade and Transformation』1961chap 3, 小島・山沢
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る (export-oriented)ことはあっても，工業品（軽工業品も含めて）はある大きさの国内
需要がなければ，国際市場において輸出財としての地位を確保することはできないであろ
う。つまり，工業品が輸出されるためには，まず国内市場に向けて生産される (domestic
market-oriented)必要があり，国内市場における蓄積が行なわれなければならない。山
沢氏も定式化しているように6)'一般に輸出 (NetExport)は国内供給 (S)と国内需要
(D)の差だから， D=Oのような財，つまり最初から輸出用に生産される第一次産品を除
けば，一般にわれわれが輸出を議論する際にはSとDの大きさを考慮しなければならな
い。純輸出が正の場合，それがD=Oで正なのか，一定の大きさのDを消化した上で正な
のかには質的な違いがある。勿論村上氏の場合，第一次産品ではなく（軽）工業品の輸出を
ベースにした経済発展を考えられているのであるが，そうであればなおさら国内市場にお
ける経験なくして輸出財として国際市場でたちうちすることは困難になるだろう。何故な
ら，最初から輸出用に生産される第一次産品は相手国における輸入制限は少なく，最初か
ら市場が用意されているともいえるのであるが，（軽）工業品の場合には，コストの面，先
進国の関税のエスカレーション構造や国内競争産業における輸入規制などによる参入障
壁7)がかなり高いため，低開発国が輸出に成功するためには国内市場における十分なコス
トの低下を経験しなければならないからである。そこで，これら軽工業品を生産する低開
発国からなる“拡大された国内市場”における蓄積を通じて輸出化をはかることが考えら
れる。そのような地城統合は，財が世界市場で競争できるようにレベルアップするための
hinter-landともいえる。
ところで，かかる地域統合の持つ問題の中，ここでは2つの側面をとりあげる。第1は
これら諸国は対先進国貿易で同じ貿易パターンを持っているのであるが，そのように類似
した諸国の統合が成功するには新たに域内で貿易の流れが創出される必要があるという点
である。つまり統合内の一国の貿易パターンが逆転することによって城内分業が行なわれ
なければならない。第2にかかる地域統合の最適規模を何らかの方法で決定する必要があ
るということである。小論は特に第1の問題を検討することを通じて低開発国の経済統合
の意味を明らかにしたいと思う。
次に池本氏は，幼稚輸出工業論を批判されることを通じて末来像アプローチを提唱され
訳「国際貿易の新理論」
6)山沢前掲論文 p.45 
7)山本繁綽「南北問題の現状」，『世界貿易』 1970,第4章 pp.114~122 
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た8)。
すなわち低開発国は， まず将来達成したいと望んでいる像を設定し，そこからそれにふ
さわしい産業・貿易構造を考えるべきであるとする新視点を出された。しかし，その未来
像にいたるステップ。も手段も必ずしも明確でない。低開発国が望むであろうあるべき姿と
現にある姿とは余りにもかけ離れており， しかもとりうる政策手段(workablepolicy)
の数は極めて限られているからである。
未来像アプローチが適用できるのは実は先進国であって，低開発国にはなまなましい現
実があるだけである。
われわれは，需給両側面から規定されて次々に登場する工業品の成長過程，およびそれ
と産業構造や貿易パターンとの密接な関係から，輸入代替的経済発展の正しさを再確認す
るとともに,‘低開発国の経済統合は,輸入代替一輸出化， したがって貿易パターンの逆転
をはかるための拠点としての役割を持っていると考えたいのである。勿論統合による貿易
パターンの逆転には経済的厚生の低下というコストを伴うし，そのコストは他の代替的な
方法におけるそれと比較されるべきである。しかし低開発国の経済統合がかかる非経済的
な目的(Non-EconomicObjective)の実現をねらっていることは明らかである。
2
低開発国の経済統合を貿易パターン逆転という目的実現のための手段と規定しても，一
体経済統合の規模はどのようにして決めるべきであろうか｡従来この点については，主と
して経済統合の財生産に対する効果，つまり統合の結果，財生産の効率が高まるかどうか
という側面から厚生の変化を考察していたために，経済統合は大なれば大なるほどよいと
いう結論に達する9)。しかし現実にてらして考えるとき，経済統合にも最適規模といった
ものがあると考えるべきである。
ということは生産の効率性以外の要因を考慮すべきであるということになる'0)。そし
てこの点の解明には最適通貨地域の理論(TheoryofOptimumCurrencyArea)が
有益であると思われる。
8）池本清前掲論文
9)Viner,Meadeの貿易創出，貿易転換効果の議論でゆくとそうなる。
10）渡辺教授は生産の効率性と市場の安定性という側面からこの問題に応えられている。
渡辺太郎『国際経済一新版』chap6p.131
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R.A.Mundell,R.Mckinnon,P.B.Kennen,HG.Grubelらによって展開されてきた最
適通貨地域の理論は''）同一通貨が支配する地域，或いは固定為替レートで結合される地
域の最適規模決定に関する議論である。それが現行のIMFのAdjustablePeg制度の
批判的検討に源を発していることはいうまでもないが,Grubelはこの理論が自由貿易地
域や共同市場の最適規模決定の議論にも適用できることを示唆していることは興味深い。
そこで最適通貨地域の理論のエッセンスをGrubelの説明にしたがってとりあげたい。
いま，一定の人口，資本ストック，および技術水準を持ったA,B,C3国があり，共に
自由変動レートの下で内外均衡を実現しているとする。そこへ消費嗜好の変化とか自然災
害といったものが起こると，当然各国の国民所得水準や国際収支面に変化が生ずる。この
ような場合に，たとえばA,Bが固定為替レートの下で同一通貨圏に入る時の両国の個人
の厚生水準が両国が変動レートの下で独立している場合よりも高まるかどうかである。た
だし，その際個人間の厚生の比較が可能な上に，個人の厚生は所得水準，所得の安定性お
旬 ・
よび一国経済の独立性の増加関数と仮定する。まずA,Bによる同一通貨圏の結成は両国
の個人の所得水準を高める。理由の第1は,A,Bとも相手国の価格についての不確実性
が少なくなり，企業は市場シェアを拡大することができる。第2に為替レートの変動に伴
う危険がなくなり，資本の配分がより効率的になる。第3に通貨圏の拡大は価格安定化に
貢献する。第4に両国通貨は相互に完全な代替物となり，そうでない場合に必要な通貨交
換のために要するコストが節約できるからである。次に所得の安定性については一概にい
えず， この面から厚生変化の方向を確定することはできない。最後に各国の独立性は明ら
かに低下し， この面から厚生は低下する。したがって， これらの厚生に与える効果がNet
でプラスである限り, A,B両国は同一通貨圏に入ることによって厚生を高めることがで
きる。
もし自由貿易地域や経済統合の場合にもこれと同じような厚生関数を考えることができ
れば,純厚生増加があると期待する国々が統合に参加することになるであろう。たとえ
ば， 自由貿易地域に参加すると財の輸出入に制限を加えることが困難になり，共同市場の
I
11)R.AMundell,@lATheoryofOptimumCurrencyAreas",AE.R(Sept)1961
R.Mckinnon,!(OptimumCurrencyArea5',A.ER(Sept)1963P.B.Kennen,"The
TheoryofOptimumCurrencyAreas:AnEclecticView",inMo"e/αかP"6""@s
qf肋/gγ"α加冗α/Eco"ow@y.(1969)H.G.Grubel,(@TheTheoryofOptimumCurre-
ncyAreas'',CIz"""〃ノb"γ"α/.(May)1970
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場合には，要素移動に対する介入も困難になり， これらは厚生を低下せしめるであろう。
しかし，市場の拡大や資源配分の効率化を通じて厚生を高める側面もある。したがって地
域統合もこれら両側面を考慮した上で利益があると考える諸国の間で結成され，それが最
適経済統合の規模を決定することになる。
周知のように経済統合の理論は伝統的に貿易創出，貿易転換効果という概念を用いて，
経済統合の主として生産効率に与える効果を中心に議論を進めてきた。そのような接近方
法をとると，たいていは経済統合は大なれば大なるほどよいという，必ずしも現実的でな
い結論に達する。
現実的な結論， したがって経済統合の差別的な性格を明確にするには，厚生の決定因と
して経済統合に伴うNegativeな要因を導入することが必要で，そうすることによって統
合の最適規模が決定されるであろう。また従来の議論は主として全世界的な観点から統合
が望ましいかどうかが問題にされているが，全世界の厚生がどう変化するかを考慮して行
動する国は殆んどないといえよう。
3
前節では厚生を一人当り所得水準，所得の安定性および経済的独立性の増加関数と考え
たが，それを個人的消費と集団的消費（工業生産）の関数としてとらえることもできる。
そうすると，個人的消費と集団的消費（工業生産）との間のTrade-Off曲線，および両
者に関する無差別曲線を用いて,両者の均衡水準を決定することができる。周知のように，
HG.JohnsonfaC.A.Cooper&Massell.B.F.はこのような観点から保護貿易の必然性
を明らかにした'2)。しかしわれわれは，一国ベースの保護貿易によってではなく経済統
合によって貿易パタ－ンの逆転を実現しようとする低開発国の状態をとりあげることにす
る。
ところで,従来貿易パターンの逆転を扱った議論には3つのアプローチがあると思われ
る。
第1は幼稚産業保護論であり，一国単独で保護によってオーバータイムに貿易パターン
12)H.G.Johnson,"A EconomicTheoryofProtectionism,TariffBargaining,and
theFormationofCustomSUnion'',JRE.(June)1965CooperC.A&MasSellBF,
"lTowardsaGeneralTheoryofCustomSUnionforDevelopingCountrie3',
ノ:RE.(Oct)1965
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の逆転をはかることをねらっている13)。 すなわち，保護の期間中にその国の生産可能曲
線を被保護産業に偏った形で拡張し，輸入可能財を輸出可能財に転換させようとする。第
2は小島教授が展開されたアプローチで，前述のように，要素集約度曲線が技術進歩とと
もにシフトし，比較生産費が逆転する場合である。小島教授のケースは，表現は異なる
が，内容において幼稚産業保護論と同じものを持っている。第3は経済統合議論14) (Ee-
onomic Integration Argument)といえるもので，城内において貿易が創出されるほど
高い対外共通関税を設定し，一定期間統合を続けることによってやがて，世界市場におい
てもそのような貿易パターンが定着することを期待するのである。第2の小島ケースは同
教授の論文に展開されているので省略し，ここでは幼稚産業保護論と経済統合議論を比較
検討したい。
幼稚産業保護論は Fig.11s)で示すことができる。 Fig.1でXが輸出可能財， yが輸入
可能財， DD,FFはそれぞれ国内価格，外国価格， TT,TT'は初期および保護期間経過後
の生産可能曲線である。 Fig.1で初期の自由貿易時の生産点，消費点および両財から得ら
" 
?
?
Fig. 1 
13)幼稚産業保護論については， H.G.Johnson, "Optimal Trade Intervention in the 
Presence of Domestic Distortion", in Trade, Growth and the Balance of Paym-
ents. (1965)柴田裕「関税政策の諸類型」「国際経済政策の理論」第4章，および山本繁
綽「保護貿易政策に関する覚書I」関西大学『経済論集」 (Sept)1967を参照。
14)貿易パターンの逆転を行ない，城内貿易を創出するために統合を行なうという議論を
仮りにこう表現しておく。
15) C.E.Staley, 『International Economics』1970,chap 11 p. 126による。
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れる経済的厚生は P1,Q1,U1, で示されている。いま y財輸入に関税を課すと生産点，消
費点および厚生は P2,Q2,U2になる。 y財生産は拡大し， 貿易量と厚生は低下する。し
かし保護期間中のLearningEffectによって，一定期間後には生産可能曲線がTT→TT' 
にシフトし，ここで自由貿易に復帰すると生産点，消費点は Pa,Qaに移り y財が輸出可
能財に転換することが期待される。ところで，幼稚産業保護論はそれが貿易の制限を通じ
て貿易パターンの転換をはかっているのに対して，あとでとりあげる経済統合議論は，域
内貿易の自由化を通じて貿易パクーンの逆転をねらっているのであり 16), 両者は明確に
区別さるべきである。勿論，世界の厚生の点から，どちらが優れているかは SecondBest 
の理論から特定の社会的無差別曲線や関税率および生産関数が与えられない限り確定でき
ない。しかしクーパー・マッセルが別の論文でいっているように， ProtectiveDeviceと
しては経済統合議論の方が優れていると考えられる。
次に経済統合議論をとりあげる。周知のように Vanekは1965年の著作で17), 関税同
盟理論の一般化と精緻化に成功しているのであるが，われわれはVanekの展開を用いて，
同じ産業貿易構造を持つ低開発国が統合を行なって，貿易パターンの逆転，したがって域
内貿易を創出せんとする意図を示すことができる。 Linderもいっているように，「集団と
しての開発途上国にとって必要なことは，発展途上国が以前には先進国から輸入していた
非投入輸入を生産し，自分達の間で交換すること」18)である。要するに統合内部で貿易が
創出されることが必要とされる。
2財3国モデルで， ABC3国の中， A,Bは同じ産業貿易構造を持つ低開発国で，両国
が経済統合を作り， Cは先進国とする。初期にA,Bは共に X財（個人的消費財ないし，
第一次産品）を輸出し， y財（工業品）を若干の輸入関税（その率は両国で異なる）を課し
て， Cから輸入していたものとする。必要なことは，そのょうな状態における厚生の若干
を犠牲にしても経済統合が貿易転換をひきおこし，新たに域内貿易を創出することである。
いうまでもなく統合の対外共通関税の水準に応じて貿易転換が起こるかどうかが決まる。
Fig. 2でCa,CbはPを原点とする貿易均衡点， CbCaの傾斜は国際交易条件（一定）で，
そのベクトルは同盟とCとの貿易量を示す。たとえば， B国はMPのX財を輸出し.KPの
16) ].Vanek「Intern切tionatTrade : Theory and Economic Policy」1964,p.369 
17) ].Vanek「Genera{Epuilibriums of International Discrimination」1965
18) S.B.Linder「Tradeand Trade policy for Development」1967,chap 3 p.126。藤井
他訳「発展途上国の貿易と貿易政策」
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y財を輸入するが， その中 y財の PbPは関税収入として徴収されるので， B国の国内
交易条件はCbPbとなる。 したがって， CaPa,CbPbの傾斜はA,B両国の国内交易条件
（限界代替率）であり，関税収入はy財で表わして，それぞれPaP,PbPである。 A国の国
内交易条件の傾斜がB国のそれより急であることは， A国の関税率がB国のそれよりも高
いことを示している。このような状態における厚生はそれぞれ， Uat,Ubtで示される。
最初に低いB国の関税率が対外共通関税率として採用されたとする。この場合， B国は
何らの変化も受けないが， A国にとっては関税率の引下げを意味し， A国の貿易均衡点
は，もし Giffen'sParadoxがなければ，国内交易条件がCbPbの傾斜と等しくなるとこ
ろまでCbCa線上を右下方に移動しなければならない。その点が， Ca'である。 Uat'の位
置からA国の厚生は向上している。 B国の厚生は一定だから，同盟の厚生も高まる。また
C国は交易条件一定の下で同盟との貿易がベクトル CaCa'だけ増加しているので， その
厚生も高まる。ただこのような場合，同盟は X財の輸出， y財の輸入という従来の貿易バ
ターンに則して貿易を拡大しているにすぎず，その厚生増大効果は， A国が単独にB国の
水準まで関税を引下げれば得られるのであるから，それは経済統合のインセンテイプには
ならない。必要なことは，統合の内部で新たに貿易の流れを生じさせることである。次に
貿易逆転が生じるケースを考える必要がある。
貿易逆転が起こる 1つのケースは，高関税国の関税率を対外共通関税率にする場合であ
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る19)。今度はB国が高関税国であり，それが共通関税率として設定されるとすれば， A
国の貿易均衡点は， A国の国内交易条件がB国のそれと等しくなるところまで， PCa線
上をPに向けて移動しなければならないが，もしそのような点が PCa線上になければA
国の貿易バターンは y財輸出x財輸入に逆転することになる。
Fig. 3のように，もしそのような点がPであれば城内貿易がベクトル Peanだけ生じ，
そのかわ・りに城外貿易はベクトル.Cb'Canに減少することになる。この場合A国はB国に
y財を輸出し， X財を輸入するという形で新たに城内貿易が創出され，低関税国Aは，貿
易バターンの逆転に成功している。勿論，それはA,B国がUat→Uat', Ubt→ Ubt'に厚
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生を低下させ， C国も同盟との貿易量縮少によって厚生を低下さすというコストを伴って
いる。なお B国は依然として C国に X財を輸出し，関税を課してy財を輸入しているが
（その関税収入は Cb'fである），その貿易量は大幅に減少している。
ところで，経済統合結成前にA国が低関税国であったということは， B国に比べてA国
がy財に比較優位にあったことを意味するのであるが， 同盟結成後は城内でA国がy財，
B国がX財を輸出するという形で貿易が生じたことになる。このような統合内部での貿易
19)その他のケースについては， Vanek「GeneralEquilibriums……」 9のchap3, および
Summary, p. 214を参照。
127 
1・: . 
-__ , __,.'-,. ••— ---'~---—・・ー・→一"-―--------------- ; ---
5t,t, 闊西大學「純清論集」第20巻第5・6合併号
の創出こそが低開発国経済統合の第1のねらい（輸入代替）であり，このような域内分業
を一定期間持続させ，やがて世界市場で競争できる水準にまで域内の比較優位産業をレベ
ルアップすることが，これら諸国の経済統合の第2のねらい（輸出化）であると解される
のである。
?
池本氏が「地域的経済統合の結成を促進し，しかもそれは解消さるべきではない」とい
われ，他方，村上氏が「輸出を通ずる経済発展」を主張される時20), われわれは両氏が
違った発展戦略を考えられているという印象を受ける。しかし輸入一輸入代替一輸出化と
いう発展プロセスの中，池本氏は経済統合の役割を特に輸入一輸入代替の側面でとらえら
れ，村上氏はそれを輸入代替ー輸出化の側面で理解されていると解される。21)両氏はそれ
ぞれ統合を発展拠点にした発展プロセスの中の1つの側面を強調されているにすぎない。
また村上氏が輸出を通ずる経済発展といわれる場合の輸出は，まず共通関税によって保護
され差別化された城内諸国に対するそれであるべきであり，最初から outward-looking
な輸出を行なっても，先進国側の参入障壁を考えれば成功する見込みはないだろう。
いずれにしても経済発展は産業構造したがって貿易パターンの転換を伴うものである
が，その転換を進めるに当って，保護貿易によって1国ベースでのり切るか，経済統合と
いう 2カ国（またはそれ以上）ベースで遂行するかという選択にたたされる。その選択に
際しては，両者のコスト（厚生の低下）を比較することが必要であるかも知れない。しか
し， GATTでは輸入関税の賦課は一般的には認められないが，関税同盟ないし経済統合
は認められているのであり，後者を通ずる経済発展の方が現実的ではないかと考えられ
る。 (1971年3月20日）
20)池本，村上前掲論文
付記 もしわたくしが，両氏の積極的な主張を誤解しているとすれば，ーその可能性は
大きいと思われるーおわびしなければならない。
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